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中小企業の生産性の低迷
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（資料）財務省「法人企業統計年報」 （備考）労働生産性＝付加価値額／従業員数
（注）大企業：資本金１億円以上、中小企業：資本金１億円未満
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○中小企業の生産性は相対的に低迷。



厳しい景況感
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出典：日銀短観

業況判断DI（前期比季節調整値）
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○特に中小企業の景況感が急速に悪化。



我が国企業のIT投資目的
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IT投資目的（日本･米国･韓国の比較）
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出典：経済産業省、ガートナー

○日本は「間接コストの削減」をIT投資の主たる目的としているのに対し、

米国・韓国では「顧客満足度の向上」を一番に挙げている。



「企業のＩＴ活用に関する現状調査」にみる日・米・韓の現状
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ステージ１
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ステージ３
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日・米・韓のＩＴステージの現状 日本のITステージの現状は､今なおようやく 「第２段階」

・ＩＴ経営実践企業（ステージ３以上）の割合は日本では２６％、米国では５４％となっており、　

　

　日本企業のＩＴ活用度合いは米国と比べると遅れている。

・韓国は日本とほぼ同じ傾向を示しているが、ステージ１の割合が日本と比べて低い。

出典：経済産業省「『ＩＴ経営力指標』を用いた企業のＩＴ利活用に関する現状調査」（平成１９年３月）
　



　小規模企業のＩＴ経営デバイド
　中小企業の中でも、２０人以下の企業とそれ以上の企業との間で、ＩＴ格差はますます拡大。

　従業員数２０人以下の企業については、ＩＴ企業の側も、販売管理費用等との見合いから、ター
ゲットとしにくく、ＩＴ経営デバイドをますます加速。

●既存のソフトウェアおよび利用ソフト 約372万社:平成18年中小企業実態基本調査

Seq. IT活用内容 大規模(50～数百人:1.8%) 中堅(21～50人:3.2%) 中規模(6～20人:10.9%) 小規模(5人以下+個人:84.2%)

1 電子メール

2 ホームページ ○ △(50%) △(10～20%) ×

3 グループウェア △(10～20%) ×

4 オフィス系 △(10～20%)

5 給与計算 ×

6 財務会計(税務) △(50%) ×

7 販売管理 △(50%) ×

8 仕入在庫管理 × ×

9 EDI（受発注） ○（※個別ｼｽﾃﾑ） ○（※Web EDI） × ×

10 ＣＲＭ・ＳＦＡ ○ △(30%) × ×

11 ＥＲＰ △(10～20%) × × ×

調査資料:富士キメラ総研2007ﾊﾟｯｹｰｼﾞｿﾘｭｰｼｮﾝ･ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ便覧他

※上記導入状況は、調査資料とヒアリング調査等のデータを基に類推

○

○

○

○

○

○

○ ○（無料Webメール）
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小規模企業のIT化の現状



小規模企業のIT化の現状
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〔Q2-1-1〕IT導入率（全体）
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【従業員数別IT導入率】

20人
　　未満

20人～

　49人
50人～

　　99人
100人
　　以上

パソコン 91.8 95.6 96.7 97.3

サーバ〔自社に設置〕 30.1 60.2 75.0 86.8

サーバ〔ホスティング〕 28.7 42.8 46.0 54.1

オフィスコンピュータ 17.5 34.3 34.0 45.2

ブロードバンド環境 80.2 90.1 92.7 92.8

社内ＬＡＮ〔無線含〕 57.0 81.9 84.7 92.3

HP開設〔会社紹介用〕 55.0 75.7 80.1 89.3

HP開設〔eコマース用〕 18.2 18.5 18.9 18.9

他社サイトへの出店 10.7 10.2 12.6 12.4

ＥＤＩ 7.6 16.6 23.2 30.6

オフィス系ソフト 86.8 93.4 97.3 94.7

メールソフト 85.0 90.4 93.3 92.2

セキュリティ 74.8 82.9 89.0 90.9

グループウェア 16.7 31.9 38.5 61.5

財務会計 49.4 70.7 83.2 84.4

給与管理 27.5 69.6 81.1 79.9

販売管理 37.3 54.4 54.4 65.6

顧客管理 30.1 38.4 42.8 46.2

人事管理 7.4 17.8 23.5 42.9

生産管理 10.2 19.3 25.7 32.6

ＥＲＰ 5.1 12.4 14.0 19.6

ＳＦＡ 2.7 6.6 5.5 15.1

75%～100% 50%～74.9% 25%～49.9%

出典：中小企業のIT活用に関する実態調査（経済産業省・IPA・商工会議所の協力による）

○従業員数20人付近にIT普及の壁。



ITの活用への課題

高度なITスキルが必要となる。

（システムの導入や保守のため）

高度なITスキルが必要となる。

（システムの導入や保守のため）

ハード、ソフトの購入により、初期投資額が高額ハード、ソフトの購入により、初期投資額が高額

セキュリティ対策やデータ管理まで手が回らないセキュリティ対策やデータ管理まで手が回らない
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中小企業が元気になるための国家戦略

e-Japan戦略e-Japan戦略 e-Japan戦略Ⅱe-Japan戦略Ⅱ IT新改革戦略IT新改革戦略

IT革新
・ITによる生産性向上（一部抜粋）
　　→IT投資の「選択と集中」による効率性向上、組織を超えた情報共有促進などの環境整備

　　→業種や取引関係を超えた情報共有の仕組みの構築
　　　（2010年度までに、国際的な標準と調和した電子商取引、電子タグなどの共通基盤

　　　　を業種横断的に構築）
　　→中小企業のIT化を促進するために、IT導入の維持管理が手軽かつ低廉なコストで行える
　　　環境づくり。中小企業へのIT化支援、経営指導を拡充するとともに、SaaSなど

　　　中小企業にとって使いやすい新たなサービス普及促進の環境整備

IT基盤整備
(2001年1月)

IT利用・活用
(2003年7月)

IT 構造改革力追求
(2006年1月)

・企業経営をITによって最適化する企業の割合を世界トップクラスに
・基幹業務にITを活用する中規模中小企業の割合を60％以上に
・EDIプラットフォームを利用する企業の割合を60％以上に
・中小企業の取引先のうち電子商取引を実施する企業の割合を50％以上に

・アジア等IT分野の国際戦略

・セキュリティ（安全・安心）政策の強化
・コンテンツ政策の推進

・IT基本法制定
・重点戦略
　(1)超高速ネットワークインフラ整備
　(2)電子商取引ルールと新たな環境整備
　(3)電子政府の実現
・目標（2006年まで）
　超高速アクセスが可能なインターネット網の整備
　3000万世帯が高速インターネットアクセス網に常時接続 　など

成長力加速プログラム成長力加速プログラム
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SaaS市場規模の拡大
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SaaSのメリット
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○初期導入の費用負担が少ない。

○IT人材・ノウハウがなくても利用できる。

○必要なサービスを従量制等で購入できる。

○アップデート等の運用の負担が少ない。

SaaSは中小・小規模企業のIT化のカギ



SaaS利用の意向
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〔Q4-1-1〕ＳａａＳで利用してみたいもの（業務系分野）
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全体（1731） 20人未満（751） 20人～49人（343） 50人～99人(282) 100人以上(355)

出典：中小企業のIT活用に関する実態調査（経済産業省・IPA・商工会議所の協力による）

○中小企業がSaaSで利用してみたい分野は財務会計、給与管理など。



SaaS利用料金のイメージ
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〔Q4-2-1〕ＳａａＳに支払っても良いと考える月額金額（業務系分野）
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製造業

建設運輸不動産

小売卸

飲食サービス

情報通信その他

北海道（29)

東北(166)

関東〔東京除〕(170)

東京都(50)

北陸・甲信越(237)

東海(138)

関西(178)

中国(151)

四国(105)

九州(258)

3千円未満 3千～5千円 5千～1万円 1万～1万5千円 1万5千～2万円 2万円以上 わからない

○小規模企業によるSaaSの月額利用料金の想定は3千～5千円。

出典：中小企業のIT活用に関する実態調査
（経済産業省・IPA・商工会議所の協力による）



行政手続の電子申請の現状
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■電子政府構築計画（H15.7）
　・行政手続のオンライン化
　・手続の簡素化・合理化
　・ワンストップサービスの拡大

■IT新改革戦略（H18.1）
　・2010年までにオンライン利用率を50%に

■電子政府構築計画（H15.7）
　・行政手続のオンライン化
　・手続の簡素化・合理化
　・ワンストップサービスの拡大

■IT新改革戦略（H18.1）
　・2010年までにオンライン利用率を50%に

2006fyにおいて
　・手続の電子化率は95%以上
　・オンライン利用率は約15%

2006fyにおいて
　・手続の電子化率は95%以上
　・オンライン利用率は約15%

1 .5% 0 .7% 0 .5%

97.3%
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80%

90%

100%

0～5% 5～50% 50～95% 95～100%

国の手続の数の分布（2006fy）

オンライン利用率



■　主に従業員数２０人以下の小規模企業を対象として、財務会計などバックオフィス業務から
電子申告までを一貫して行える、便利なワンストップサービス（SaaS活用型サービス）を官

民連携して構築・普及。
■　中小企業の会計力・経営力向上と電子申請の活用を同時に促進。

ＳａａＳ※（Software as a Service）型サービスを活用した業務インフラの普及
※インターネット経由で情報処理を行うサービス

オンラインで財務
・労務管理の情報
等を入力

SaaS型ｻｰﾋﾞｽ
を活用した処理

・納税申告

　　　など

簡便に
電子申請

サービス提供事業者

中小・小規模事業者

申告書
作成

・
・

財務処理
給与計算
など

関係行政機関

申請書
作成

税理士等専門家　
の支援

ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト

14

SaaS活用基盤（J-SaaS）の概要



オンライン
　・　安価
　・　簡便
　・　安全

サーバ

帳票入力

中小・小規模
事業者

ＩＴに関する支援

サポーター

共通ポータル
財務会計アプリ（仕訳日記帳）

経理アプリ（スケジュール帳）
中小企業が共通ポータルサイトを通して、必要
なアプリケーションを利用できる。
各種データは、サーバ上に保存することが可能。 サーバ上にデータを

保存

・共通のＵＩ
・データ連携
・シングル・サイン・オン

各種計算表

サービスイメージ
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申請書作成
アプリ

申請書作成
アプリ

サーバ

申告書・
届出書等

国税庁（国税）

サーバ上で計算・処理

電子申請

帳票入力

ＩＴに関する
支援

税務専門家

中小・小規模
事業者

オンライン
　・　安価
　・　簡便
　・　安全

共通ポータル

・共通のＵＩ
・データ連携
・シングル・サイン・オン

各種計算表

申請書作成
電子申請

アプリ

サポーター

税務に
関する
支援

企業が財務・業務管理として入力した情報を活用して、国税等の申請書作成を、
税務専門家等のサポートを受けながら、作成ができる。

サービスイメージ

16



共通ポータルの画面イメージ

17

カテゴリ一覧

サービスの詳細を表
示させるリンクです。

ショッピングカート

購入のために選択し
たサービスがある場
合に表示されます。

初めての方へ

購入方法の説明画面
へのリンクです。

財務会計

給与計算

グループウェ
ア

販売管理

税務申告



J-SaaSが提供する主なサービス
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経営分析経営分析
サービスサービス

財務会計財務会計
サービスサービス

税務申告税務申告
サービスサービス

給与計算給与計算
サービスサービス グループウェアグループウェア

サービスサービス

経理経理
サービスサービス

インターネットバインターネットバ
ンキングンキング
サービスサービス

販売管理販売管理
サービスサービス

顧客管理顧客管理
サービスサービス

勤怠管理勤怠管理
サービスサービス

営業活動を効
率的に売上に
つなげたい

資金繰りの
把握が大変

売上が伸
びない

入金・出金の
確認を簡単に

行いたい

決算時の作
業が大変

従業員のスケジュー
ル管理を効率的に行
いビジネスチャンスに

つなげたい

従業員の
給与管理
が面倒

たくさんの顧
客ニーズの把

握が大変



開発体制
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(株)アークインターナショナル
アースインターシステムズ(株)
ウィングアークテクノロジーズ(株)
(株)ＮＴＴデータ
(株)エムケイシステム
(株)オービックビジネスコンサルタント
ガーデンネットワーク(株)
クオリティ(株)
(株)スマイルワークス
ソリマチ(株)
(株)タイガー
(株)ＴＫＣ
日本ビズアップ(株)
(株)ネオジャパン
(株)ビーイング
ビジネスオンライン(株)
ビズソフト(株)
(株)豆蔵
(株)みずほ銀行
(株)ミロク情報サービス
弥生(株)
ラクラス(株)

富士通(株)SaaSシステム

アプリケーション

経営分析

財務会計

税務申告

給与計算

グループウェア

社会保険等手続

経理

セキュリティ管理

インターネット
バンキング

販売管理



基盤システムの構成
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アプリ

SaaS-PFソフトウェア

API、開発言語、ﾃﾞｰﾀ連携

　　インターネット

DB

アプリ

ポータル（共通U/I（共通画面制御）、シングル・サイン・オン、ユーザ管理、

課金・決済、データ連携、ヘルプデスク）

SaaSサービスインフラ　（H/W、S/W等ITﾘｿｰｽ提供）
※マルチテナントを実現するSaaS基盤ではない

クライアントPC クライアントPC クライアントPC

H/W製品
S/W製品

DB

アプリ

DB

アプリ

データセンタ（運用管理等）データセンタ

○アプリケーションベンダの意向に応じて複数パターンのインフラを構築。
○共通ポータルは、シングル・サイン・オン、課金・決済、ユーザ管理、サービス間デー
タ連携などの機能を持つ。

参画パターン① 参画パターン② （参画パターン③）



サービス間のデータ連携

21

○データ連携方式
　・異なるサービス間でのデータ連携を実現。
　・各アプリがAPIを介してデータを一括して連携する方式。連携のた

めの中継サーバ、データ変換機能は基盤システムで実現。
　・通信プロトコルはhttpsに対応。インターネットで通信する場合には

SSL等で通信を暗号化。

　・データ連携基盤では、人名漢字（外字を除く）に対応できるレベル
を実現。

　・実際にどのサービスと連携するかは、アプリベンダ同士で決定。

○データフォーマット
　・連携するデータは、財務会計データ、給与データ、ユーザマスタ。
　・データ項目とフォーマットの標準は、XBRL、XML標準等を取り入

れながら策定。



SaaS向けSLAガイドライン
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○SaaSの普及を図るため、サービス提供者と利用者間で合意するこ
とが望ましいサービス内容とその具体的な設定例を提示。（H20.1）

○具体的な設定項目は以下。
　・サービス稼働率
　・障害復旧時間
　・サポート提供時間
　・バックアップデータの保存期間
　・セキュリティレベル　　など

○セキュリティレベルの設定では、ISMSやプライバシーマークなどの

取得を推奨し、国際標準との整合も考慮。



本サービスで最低限満たすべきSLA
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サービス時間 24時間365日（保守等計画停止を除く）

サービス稼働率（計画停止時間を除く） 99.6%

サポート時間 受付時間：
（電話）9:00～17:00　土日祝日及び休業日を除く

（メール）24時間365日受付

平均仮復旧時間 ６時間

システム監視基準 １時間毎の稼働確認（Ｈ／Ｗ、ネットワーク）

障害通知時間 ３時間以内

オンライン応答時間 平均応答時間３秒以内（データセンタ内）

バックアップの方法 週次でフルバックアップ。日次で差分バックアップ
。

データ消去の要件 サービス解約後１ヶ月以内にデータ及び外部保管媒
体を破棄。

セキュリティ要件（公的認証取得の要件） ＩＳＭＳ認証取得、プライバシーマーク取得。

セキュリティ要件（アプリケーションに関する第三
者評価）

年１回、サービスの脆弱性に関する評価を行い、指
摘事項に対して対策を実施し、利用者に報告する。



ビジネスモデル（予定）
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基盤システ
ム

事業者

基盤システ
ム

事業者

サービス提供事業者
（アプリベンダ）

サービス提供事業者
（アプリベンダ）

インフラ利用料インフラ利用料

初期構築
費

既存アプリの移植費

インフラ機能提供インフラ機能提供

国費支弁

サービス利用者サービス利用者

販売代理店等販売代理店等

販
売

販
売

収納・分配機能

収納代行事業者収納代行事業者

特段制限なし

サポーターサポーター

サ
ー

ビ
ス

サ
ー

ビ
ス

料
金

料
金

原則一括請
求

プロモ、研修等



事業の展開予定（案）
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H20FY H21FY H22FY　～

SaaSプラットフォーム

の基本検討～開発
ITインフラ

サポート
インフラ

反映

SaaSプラットフォーム

の試行運用

SaaSプラットフォームの
民間での運用

※設計書、ソースコードなど基本的
なSaaSプラットフォームの知的財

産を民間にオープン

アプリ

アプリの移植開発
可能なものから
サービス・イン

アプリの本格展開

【民間】中小企業向けアプリ開発・
運用を民間で継続

PF上でアプリ

が稼働
PF上でアプリが稼働

民間

サポートネットワークの
構築　Keyマンへの研修、

各地域でのサポートネット
ワーク

サポートネットワーク
の本格展開

独自の付加価値サービスの
開発・提供

有効性検証

データフォーマット、共通
UI部分等の標準化

データフォーマット、共通
UI部分等の標準化



推薦インストラクタ

普及セミナー
開催

普及セミナー
開催

普及セミナー
開催

普及セミナー
開催

中小・小規模事業者等にセミナー実施

教材開発
インストラクタ教育

インストラクタは
J-ＳａａＳ普及指導員

として活動

普及セミナー
開催

インストラクタ研修インストラクタ研修 ユーザ等向け普及セミナー開催ユーザ等向け普及セミナー開催

１２月中旬 １月頃 ３月下旬

※21年度も

引き続き同
規模のセミ
ナー開催を
予定

＜スケジュール＞

26

J-SaaS普及指導員の育成とセミナーの実施



ユーザ等向け普及セミナーの開催
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http://www.j-saaskensyu.jp/

○全国各地でJ-SaaS普及指導員を講師とするセミナーを実施。
○受講希望者、開催希望者を随時募集中（2009年3月25日まで）。



J-SaaSフォーラム、全国キャラバンの開催
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○2009年3月19日、東京丸ビルホールにて日経新聞社主催のイベントを開催。講演、

パネルディスカッション、デモ展示を実施。
○札幌、仙台、千葉、横浜、名古屋、金沢、大阪、広島、高松、福岡にて全国キャラバ

ンを開催。講演、パネルディスカッションを実施。

http://www.adnet.jp/nikkei/j-saas/



J-SaaSをぜひ試してみてください
2009年3月末からサービス開始（予定）

さまざまなサービスが
簡単に利用できる

安心、安全な環境

少ない初期投資

ITの専門知識が不要

充実したサポート
29
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